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弁護団について

○令和２年８月２５日「悪質！「トイレのつまり」ぼったくり
被害対策弁護団弁護団」結成（団長：石川真司弁護士）
➢相談受付件数 約２１０件
（うち約２００件は結成から約１年間に集中）

○令和３年４月２２日 サイト運営者らに対する損害賠償請求
訴訟を名古屋地裁に提訴（原告２３名）
➢資料１ー２：提訴時記者レク資料（抜粋）
➢被害金額：20万円～150万円（平均67万6261円）
➢被告：統括者、サイト運営者、実行部隊（プレイヤー）ら

○令和６年１０月「レスキュー商法被害対策愛知弁護団」結成
➢水回り以外（鍵、害虫駆除等）のレスキュー商法被害にも
対応



被害・手口の共通する流れ（水回り関係）

①水回りのトラブルが発生し，スマートフォンで「トイレ つ
まり」等で検索して上位にヒットする税込７８０円～などと表
示されるサイトに電話して訪問を要請する。



前のスライドの
検索結果１位をタップ
して表示されるサイト
（弁護団結成当時のもの）



被害・手口の共通する流れ（水回り関係）

①水回りのトラブルが発生し，スマートフォンで「トイレ つ
まり」等で検索して上位にヒットする税込７８０円～などと表
示されるサイトに電話して訪問を要請させる。

②訪問した業者（男性２人で訪れる場合が多い）が現場を確認
した上で，まず圧力ポンプ（吸引ポンプ）で試してみるが直ら
ないと説明。

③便器の下などの排水口に詰まっていないか確認するとして，
便器などを取り外すが，便器の中と排水口には詰まっていない
と説明（スマートフォンで撮影した排水口の写真を見せられる
ケースが多い。）。



被害・手口の共通する流れ（水回り関係）

④排水管まで詰まってしまっている可能性があり，「このまま
放置すると全ての排水管の取替えが必要になり，その場合は２
００万円～３００万円かかる。」などと消費者の不安をあおっ
た上で，機械による排水管の貫通・洗浄作業で解消すれば○○
円（被害金額）くらいで済むとして作業を実施（実際に作業を
実施しているかは不明）
※事前に代金の説明なく作業を実施するケースもある。

⑤作業終了後になって工事請負契約書を作成・提示して署名と
代金の支払いを求め，当日の現金払いでない場合は２０％割引
の適用がないため，もっと高くなると説明。

⑥ＡＴＭ・銀行窓口に赴いて引き出した現金の支払いを受ける。



問題点

①あたかも安価でトラブルが解決できるかのような表示により
誘引（不当勧誘）。

②事前に具体的な工事内容と料金を明確に示さず，作業を実施
してしまう（切羽詰まった消費者の心理状態へのつけ込み。不
実告知－特商法６条１項６号・７号，消契法４条１項１号，契
約締結前の債務の内容の実施－消契法４条３項７号－）。

③急迫した状況と知識不足につけこみ，必要性に疑問のある作
業をあたかもその作業をしないと大変なことになるなどと説明
して不安を増大させ，慎重に考える時間を与えないまま作業を
依頼させる（不実告知（同上），詐欺，錯誤）。やってもいな
い工事をあたかもやったかのように装うこともある（詐欺）。



問題点

④トイレ等の詰まりで緊急対応を要する急迫した状況や，消費
者の専門的知識のないことにつけ込んで，一般的な相場に比し
て著しく高額な料金を請求する（暴利行為）。

⑤割引が適用されないなどと説明して，当日現金で支払わせる
あたかも安価でトラブルが解決できるかのような表示により誘
引（不当勧誘）。



被害救済の法律構成について（現状）

①特商法クーリングオフ（書面不交付・書面不備による期間不
進行）
➢訪問販売の適用除外（来訪要請）に該当しないことにつき、
消費者庁が「訪問販売等の適用除外に関するＱ＆Ａ」で周知
https://www.no-trouble.caa.go.jp/qa/exclusion.html

②特商法の不実告知取消し（６条１項６号、７号等）
③消費者契約法の不実告知取消し（４条１項１号）
④消費者契約法の困惑取消し（４条３項９号、１０号）
⑤不法行為（民法７０９条）
➢京都地裁令和6年1月19日判決（京都弁護団が獲得した判決）
・サイト運営者と実際に現地に赴いた者らにつき、当初より
Webサイトで表示される低廉な価格とは異なる高額な代金
を請求することを企図した一連一体で組織的に行われてい
た悪質商法として共同不法行為責任を認めた。

⑥公序良俗違反無効（暴利行為）（民法９０条）
（⑦チャージバック制度、⑧買い手保護制度）



＜被害予防・救済のための方策について＞

悪質レスキュー商法に関連するプレイヤー
＜悪質レスキュー商法実行者＞
①統括者
②サイト運営者
③実行部隊

＜ツール提供事業者＞
①ＤＰＦ事業者（Google、Yahoo!、LINE等）
②リスティング広告出稿代行サービス業者（広告代理店）
（業務内容）インターネット広告出稿・運用、ウェブサイト

制作・修正、Googleビジネスプロフィール投稿代行、
ウェブサイトのアクセス解析レポート作成、コールト
ラッキングサービス（広告経由での電話を正確に計測で
きるようにするもの）等

③電話代行業者（電話受付、苦情受付）
④バーチャルオフィス提供業者
⑤クレジットカード会社
⑥オンライン決済サービス事業者



＜被害予防・救済のための方策について＞

業界団体によるトラブル相談体制の強化（特に広報）

名古屋市指定水道工事店協同組合「水回りトラブル相談窓口」
の例
http://www.meisuikyo.jp/repair/

➢年中無休・24時間対応・フリーダイヤルで相談受付
修理対応も実施していただいている。

➢しかし、「名古屋 トイレ つまり」で検索しても、
スポンサー4件が表示された後、9番目に表示される
「名古屋市上下水道局」の「悪質な修理業者にご注意く
ださい」ページの中で紹介されているが、
検索結果自体には全く出てこない。

➢行政との連携・協力による広報の工夫が必要ではないか。



＜被害予防・救済のための方策について＞

景品表示法・特定商取引法の表示規制の見直し

○不当表示による勧誘行為に対する取消権の付与

○有利誤認表示に対する不実証広告規制の導入

○広告保存義務

○適格消費者団体による差止請求権の対象拡大

○適格消費者団体の権限の強化
（資料開示要請権と開示努力義務（景表法35条）を見直し、
不実証広告規制に準じた効果を持たせる）



＜被害予防・救済のための方策について＞

ＤＰＦ事業者に対する規制強化

○広告審査義務

○広告保存義務

○苦情相談受付体制（相談窓口設置）の義務付け
＋記録と定期的な消費者庁等への届出義務

○消費者に対する情報提供や契約解除にかかる免責
※プロバイダ責任制限法



＜被害予防・救済のための方策について＞

広告代理店（※）に対する規制の導入

※制作だけでなく、リスティング出稿代行等の業務を含む。
※実質的な広告内容の審査権限を有している事業者

➢景表法等の適用範囲を現代の広告勧誘手法に沿うように見直
す必要性
○広告審査義務（事前、途上） ※割販法の決済代行規制
○広告保存義務
○不当表示規制 ※医療法の広告規制は「何人も」
○表示義務（広告代理店を特定する情報等）
○苦情相談受付体制（相談窓口設置）の義務付け
＋記録と定期的な消費者庁等への届出義務

○消費者に対する情報提供や契約解除にかかる免責
※プロバイダ責任制限法

○行政処分、刑事罰、民事効の拡大
○適格消費者団体による差止請求権
○実質的な広告内容の審査権限を有する事業者の参入規制（届
出レベル）



＜被害予防・救済のための方策について＞

その他
■電話代行業者（電話受付、苦情受付）、バーチャルオフィス
提供事業者に対する規制
○「犯罪による収益の移転防止に関する法律」における電話
受付代行業者、電話転送サービス事業者、郵便物受取サー
ビス業（2条2項44号）にかかる取引時確認義務（法4条）、
確認記録の作成・保存義務（法6条）、取引記録の作成義
務（7条）、疑わしい取引の届出義務（8条）等を参考に
何らかの規制ができないか。

■クレジットカード会社、オンライン決済サービス事業者
○マンスリークリアに対する支払停止の抗弁権の導入等
○決済代行業者等の加盟店調査措置義務等の整備
※日弁連「キャッシュレス決済における決済代行業者等の加
盟店調査措置義務等の整備を求める意見書」（2024.7.19）

https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2024
/240719.html



＜被害予防・救済のための方策について＞

その他

■法執行強化
➢情報提供受付窓口の設置

※消費者庁「預託法違反被疑情報提供フォーム」




